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１　はじめに
本稿では、令和２年度当初予算事業にお
ける加工・業務用野菜の生産支援に対する
補助事業の概要について紹介します。必ず
しも次年度事業において、今回ご紹介した
補助事業と同内容での実施は保証されませ
んが、補助事業への理解を深めるための導
入としてご覧いいただければと思います。

２　加工・業務用野菜の現状
加工調理品などに用いられる加工・業務
用野菜は、野菜の国内需要の約６割を占め
るまでに増加しており、単身世帯、高齢者
世帯、共働き世帯の増加といった変化は、
利便性や簡便性といった消費者ニーズとい
う形で加工・業務用需要の増加に現れてい
ます。
さらに、近年は、ミールキットなどの既
にカットされた野菜や肉、調味料などの食
材をセットした商品が広がりを見せるな
ど、外食需要から内食需要までニーズは多
様化しています。一方で国内の産地は、農
家戸数の減少はもとより、近年の多発する
気象災害などにより作柄が不安定となって
いることなどから、実需者のニーズに対し
て十分な対応ができておらず、輸入品が一
定の割合を占めている現状にあります。広
がりを見せる加工・業務用需要に国内の産

地が応えていくためには、安定的で持続的
な生産・流通体制を構築することがますま
す重要になるものと考えられます。

３　対策の概要
令和２年度の当初予算に基づく加工・業
務用野菜の生産振興対策は、引き続き、実
需者ニーズに対応した園芸作物の生産を拡
大するため、水田を活用した新たな園芸産
地の育成、まとまった面積での機械化体系
などの導入、端境期の出荷などに取り組む
産地の育成などの支援を行っております
（持続的生産強化対策事業のうち「時代を
拓く園芸産地づくり支援」）。また、今年度
より行っている対策としては、強い農業・
担い手づくり総合支援交付金の中で、安定
供給の課題を解決するための「新たな生産
事業モデル支援タイプ」を実施していると
ころです。対策の概要は次のとおりです。

（1）�強い農業・担い手づくり総合支援交付
金のうち「新たな生産事業モデルの支
援タイプ」
本事業は、地域農業者の減少や天候不順
の多発などを克服しながら国産品への需要
を満たす生産・供給主体の確保が急務であ
るとの問題意識のもと、実需者と産地のつ
ながりの核となる「拠点事業者」と、農業
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者・産地が協働する中で、年間を通じた安
定的な供給体制の構築を目的とするもので
す（図１）。
事業実施主体は拠点事業者であり、支援
メニューは、図２にある１から３までの取
り組みに加え、農業用機械や農業用ハウス
のリース導入などが可能です。さらに、事
業目標の達成に必要な集出荷貯蔵施設や農
産物処理加工施設などの施設整備の実施が

可能です。
本事業における「拠点事業者」とは、広
域に展開する農業法人や流通事業者など、
連携する産地へ指導・支援とともに供給調
整などの施設の運営を行い、①生産安定・
効率化機能②供給調整機能③実需者ニーズ
対応機能―の三つの機能について具備・強
化していく者としています。

図１　新たな生産事業モデル確立支援の事業イメージ

図２　補助対象メニューの概要

•労働力不足等に対応した労働力調整体制の
確立
•生育予測システム等の実証
•種子・種苗等の供給体制の整備
•新たな技術等の実証・普及
•担い手不在地域への参入・農地利用集積拡
大体制の強化
•写真：機械収穫に適した栽培方式の導入

１．生産安定・効率化
機能の具備・強化

•貯蔵技術等を活用した安定出荷体制の
確立
•集出荷調整機能の高度化
•写真：冷蔵施設を活用した出荷量の平準化

２．供給調整機能の具
備・強化

• ・トレーサビリティ手法の導入
•新品種等現地適応性試験の実施
•導入品種等の加工適性試験
•品質管理、物流の効率化
•高品質・低コスト流通システムの構築の取
組
•輸出管理対応型産地の育成
•写真：新品種の導入試験

３．実需者ニーズ対応
機能の具備・強化

図２．補助対象メニューの概要
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（2）時代を拓く園芸産地づくり支援
本事業は、マーケットインの発想で、実
需者ニーズに対応した園芸作物の安定的な
生産と供給を実現するため、①米、麦、大
豆などの土地利用型作物から園芸作物への
作付転換により新たな園芸産地を育成する
こと（＝水田農業高収益作物導入推進事業）
②加工・業務用野菜への転換や輸入品が増
加する国内産の端境期において出荷を可能
とする生産技術の導入などを推進すること
（＝端境期等対策産地育成事業）―を通じ
て、新たな園芸産地を育成していくことを
目的とした事業です（表１）。
前者は全国規模で実施する事業（全国推
進）と都道府県規模で実施する事業（都道
府県事業）とに分かれます。

ア�　水田農業高収益作物導入推進事業　
（全国推進）
県域を越えたまとまった規模で、安定
的な生産と供給が可能な水田地帯から園
芸作物産地への作付転換に向けて、①協
議会の設置と運営②先進的な生産技術な

どの普及に向けた取り組み③先進的な出
荷技術の普及に向けた取り組み―の三つ
の取り組みについて支援するもので、事
例調査や実証試験、栽培技術の向上に資
するセミナーの開催などを行うことがで
きる事業です。
これまで、本事業の活用により、収穫機
械の実演会やセミナーの開催が複数の野菜
品目で行われています。

イ�　水田農業高収益作物導入推進事業　
（都道府県推進）
本事業も水田地帯から園芸作物の産地
化を実現するための事業であり、同一県
内での取り組みに対して支援するもので、
導入産地における実情に応じて二つのメ
ニューが選択できます。一つは産地にお
ける園芸作物の導入に当たっての第１歩
を踏み出すための事業である「園芸作物
導入促進事業」、もう一つは本格的な生産
の取り組みについて支援する「園芸作物
転換強化事業」です（表２）。

表１　時代を拓く園芸産地づくり支援事業メニューの構成

持続的生産強化対策事業のうち

時代を拓く園芸産
地づくり支援 水田農業高収益作物導入推進事業

（全国推進）

水田農業高収益作物導入推進事業
（都道府県推進）

園芸作物導入促進事業

園芸作物転換強化事業

端境期等対策産地育成事業 端境期等対策産地育成強化推進事業

端境期等対策産地育成強化支援事業

表１．時代を拓く園芸産地づくり支援の事業メニューの構成
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ウ　端境期等対策産地育成事業
本事業は、輸入野菜からのシェア奪還を
見据え、国内産が需要に応えきれていない
品目を対象野菜（表３）として、事業の取
り組み期間である３年の間に、①実需者
ニーズに対応した生産・流通体系の構築と
出荷期間の拡大のための取り組み②作柄安
定技術の導入のための取り組み―を一体的
に実施するもので、これらの取り組みを後
押しするため、事業の対象面積に応じて
10アール当たり15万円が補助されます。
ただし、事業対象面積は、対象品目毎に加
工・業務用野菜については10ヘクタール
以上である点に留意する必要があります。
支援される補助金は、３年間の取り組み
に必要な補助金として、通常は取り組みの
１年目に一括して補助されます。なお、１
品目当たり7500万円（50ヘクタール相
当額）が上限となります。

（3）その他の支援対策
これまでに紹介した支援策の他、生産か
ら流通までの各段階に応じた支援策を展開
しております。例えば、一つは、生産の効
率化を図るための事業として「スマート農
業総合推進対策事業のうち「次世代につな
ぐ営農体系確立支援」」があります。これ
は、施設園芸産地におけるデータ収集や分
析機器の活用、既存のハウスのリノベー
ションなど、データを活用した生産性・収
益向上につながる体制づくりについて支援
するものです。
もう一つは、流通段階の効率化を図るた
めの事業として「食品等流通合理化事業の
うち「農産物等物流業務効率化モデル形成
事業（青果物流通技術実証等の取組事業）」」
があります。これは、人手不足が問題と
なっている輸送事業者の負担を軽減し、効
率的な農産物の物流システムを構築するた
め、ICT技術を活用した出荷管理の実証や

表２　事業内容の比較表�

園芸作物導入促進事業 園芸作物転換強化事業

事業実施主体 都道府県 都道府県

取組主体 生産者団体 生産者、実需者等から構成される協議会

支援対象となる取
組

・産地の合意形成に向けた取組
・品種の選定や出荷先の確保に向け
た取組

・産地の合意形成に向けた取組
・栽培技術の確立等に向けた取組
・機械・施設のリース導入等の取組

補助率 定額
定額

（リース、資材導入の取組）

対象品目 露地野菜、施設野菜、果樹、花き 露地野菜、施設野菜、花き

主な事業要件

・水稲等からの作付転換により園芸
作物の作付面積を増加させる目標
を設定すること。

・普及指導センター等から技術面等
の指導を受けること。

・取組主体となる協議会の構成員に生産者及び
実需者が参画していること。

・契約取引計画を策定していること（成果目標年
度において新しく育成される産地規模の ％）

国費の上限
（１地区当たり）

万円
万円（ただし、耐候性ハウスを導入する場

合は１億円）

表２．事業内容の比較表



野菜情報 2020.106

∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞

共同輸送体制の実証といった取り組みを支
援するものです。

４　さいごに 
実需者に安定して加工・業務用野菜を届
けていくためには、消費者やメーカーなど
からのニーズを把握していくことはもとよ
り、ICT技術の導入やまとまった規模での
生産体制の構築に加え、出荷規格の簡素
化、適時に出荷できるストックポイントの
整備、物流の効率化のための共同輸送な
ど、サプライチェーン全体を俯

ふ

瞰
かん

して産地
の課題を解決していく必要があります。
さらに、新型コロナウイルス感染症の発
生は、国内外の生産や物流、消費生活まで
にも影響を及ぼしており、産地は新たな課
題に直面しております。引き続き、産地の
実情を踏まえながら、年間を通じた国産野

菜の供給に向けた体制作りを支援できるよ
うにしてまいりたいと考えております。
なお、園芸作物全般の事業の情報は、農
林水産省のトップページから「生産局」の
メニューのうち「野菜・果樹・花き」を選
択して「園芸作物（野菜・果樹・花き）」
のページをご覧ください。
URL:ht tps ://www.maff .go . jp/ j/
seisan/ryutu/engei/index.html

加藤　昂（かとう　たかし）
【略歴】
平成23年農林水産省入省。
北海道農政事務所農政推進課（事業担当）、農林水
産技術会議事務局研究開発官付（食の安全担当）、
消費者庁消費者政策課（消費者基本計画担当）など
を経て、平成30年7月から現職。

表３　対象品目と事業要件

加工・業務用野菜 生食用野菜

対象品目 ＜対象出荷期間が通年の品目＞
たまねぎ、にんじん、ねぎ、ほうれんそう、スイートコーン、えだまめ、ブロッコリー、
ごぼう、トマト、セルリー
＜対象出荷期間の定めがある品目＞
きゃべつ（ 月～ 月または３月～ 月）、レタス（ 月～ 月）、かぼちゃ（ 月～
月）、だいこん（ 月～ 月または 月～ 月）

かぼちゃ（ 月～
月出荷分）、トマト
（ 月～ 月出荷
分）

面積要件（１品目当た
り） 以上 ５ 以上

参加農家戸数要件 ５戸以上

取組要件

１．生産・流通体系の構築 出荷期間の拡大のための取組（１～３年目まで毎年実施）
事業ほ場の設定 実需者との一定期間の事前契約 新規作型の導入 生産コストの低減 流通コストの低減 トレーサ
ビリティシステム等の活用 出荷量の安定に向けた取組
２．作柄安定技術の導入のための取組（１年目は３つ以上、２年目は２つ以上、３年目は１つ以上を取り組む）
土層改良・排水対策 病害虫防除・連作障害回避対策 地温安定・保水・風害対策 土壌改良資材施用

その他 事業取組期間における実需者との出荷契約

表３．対象品目と事業要件
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